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地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた要望

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の機能を活かし、
地域包括ケアを支えるため、以下の4点を要望します。

NO 項目

1 24時間365日の介護提供体制を維持するための経営評価

2 夜間対応型から定期巡回への移行を支える24時間随時対応機能の評価

3 介護予防・重度化防止に向けた要支援1・2への対象拡大

4 在宅生活を維持するための居住支援・生活支援の評価
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地域包括ケアを支える定期巡回の役割

介護と看護の一体的な提供を基盤に、
4つの制度整備を通じて「介護・予防・住まい・生活支援」を強化します。

地域包括ケアの要素 定期巡回に必要な制度整備

医療・介護 介護と看護の連携／24時間365日の提供体制の維持

介護 夜間対応型から定期巡回への円滑な移行

予防 要支援段階からの早期支援と重度化防止

住まい・生活支援 居住支援・終身サポート等による在宅生活の継続
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１ 平均値だけでは捉えられない経営実態について

令和6年度決算における定期巡回・随時対応型訪問介護看護の収支差率は
13.4％、収支差額は1事業所当たり月額82.5万円とされています。
一方、全国定巡協の会員アンケートでは72.7％の事業所が
「実態と乖離している」と回答しています。

この数値は、多様な事業規模や運営状況にある事業所を一括した平均値であり、
赤字・黒字事業所の分布や、利用者数、地域性、開設年数等による違いまでは
示していません。また、定期巡回は利用者数にかかわらず24時間365日の体制
維持が必要です。

介護報酬の検討においては、平均収支差率だけでなく、事業所ごとの収支分布や
運営状況、物価・賃金の上昇、24時間体制の維持費用を多面的に検証し、持続
可能な報酬水準の確保、処遇改善策の拡充、加算要件・配分ルールの見直しを要
望します。
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平均値に加え、事業所ごとの分布・継続可能性の検証を

収支差率13.4％だけで、すべての定期巡回事業所が高収益とは判断できません。

検証すべき観点 確認したい内容

平均値と分布 赤字・黒字事業所の割合、中央値、ばらつき

事業の段階 開設年数、利用者数、稼働状況

地域・コスト 人件費、移動・燃料費、物価・賃金上昇

持続可能性 24時間365日体制、人材確保、ICT投資
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２ 夜間対応型から定期巡回への移行を支える評価について

夜間対応型訪問介護は24時間通報加算により日中を含むコール対応が可能で
あり、地域の対応機能を維持しつつ定期巡回・随時対応型訪問介護看護へ移行
するには、既存のオペレーションを継承できる制度設計が必要です。

一方、夜間中心の「定期巡回Ⅲ」には同加算がなく、制度上は日中の対応を
求めていません。しかし実際には日中も相談や緊急連絡への対応が発生して
おり、この負担が評価されなければ移行後の24時間体制の維持は困難です。

ついては、定期巡回への円滑な移行に向け、実態に即して24時間相談・随時対応
機能を制度上整理し、適正に評価することを要望します。
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３ 介護予防に向けた要支援1・2への対象拡大について

現在、定期巡回・随時対応型訪問介護看護は要介護1以上が対象で、要支援者は利
用できません。しかし独居や高齢者のみ世帯の要支援者にも、夜間の体調急変や
転倒、生活不安など、定期的な見守りや随時相談を要する方がいます。

市区町村の緊急通報サービスは異常時対応が中心であり、日常の状態把握や
専門職による生活相談・随時対応までを一体的に担えず、制度上の隙間が生じて
います。要介護化前から見守り・相談機能を予防的に活用することは、在宅生活
の継続や重度化防止に有効です。

ついては、要支援者を定期巡回の対象に含めることを検討いただくとともに、
介護予防としての報酬設定、利用要件、モデル事業等の制度設計を要望します。
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４ 居住支援・終身サポートの取組に関する評価について

単身や身寄りのない高齢者の増加に伴い、身元保証人の不在などから賃貸住宅へ
の入居が難しくなるケースが生じています。住まいの確保に加え、見守りや生活
相談、入院支援、死後事務等を一体的に支える必要性が高まっています。

定期巡回事業所では空き家活用や終身サポート、居住支援法人・不動産業者との
連携など地域包括ケアを支える取組が進む一方、介護保険外の自主的な活動とし
て職員の負担に依存しているのが実情です。

ついては、24時間の見守り・随時対応機能を持つ定期巡回事業所が居住・生活
支援を担う場合の評価創設と、居住支援法人や終身サポート事業者等との連携促
進策を要望します。
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